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第 11 号 

横浜市報調達公告版

 

横浜市中区港町１丁目１番地 

発 行 所 

        横 浜 市 役 所 

 

【調達公告】 

△ 特定調達契約の落札者等の決定･････････････････････････････････････････････････････････････２ 

 

【水道局】 

△ 一般競争入札（電子入札対象案件）の施行 

（三保ポンプ設備改良工事（その２）〔電気設備〕 ほか４件）････････････････････････････････３ 

△ 2,500万円以上の一般競争入札の施行 

（日吉本町三丁目ほか２か所φ１００から１５０ｍｍ配水管新設工事 ほか１件）･･･････････････16 

△ 1,000万円以上2,500万円未満の一般競争入札の施行 

（島越橋φ１５０ｍｍ新設・管製作及び現場溶接工事 の１件）･･･････････････････････････････23 

 

【交通局】 

△ 1,000万円以上2,500万円未満の一般競争入札の施行 

（上永谷駅ほか４駅駅務員仮眠室内装工事 の１件）･････････････････････････････････････････27 

△ 特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

    （平成18年度 一般乗合自動車購入 ４０両）･･･････････････････････････････････････････････31 
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横浜市調達公告第 92 号 

   特定調達契約の落札者等の決定 

 特定調達契約の落札者等を次のとおり決定した。 

   平成 18 年３月７日 

                                契約事務受任者 

横浜市財政局長 小 野 耕 一 

 

番 

号 

落札又は随意

契約に係る物

品等又は特定

役務の名称及

び数量 

契約に関する

事務を担当す

る部課の名称

及び所在地 

落札者又

は随意契

約の相手

方を決定

した日 

落札者又は随意

契約の相手方の

氏名又は名称及

び住所又は所在

地 

落札金額又は随

意契約に係る契

約金額 

契約の

相手方

を決定

した手

続 

当該入札

公告を行

った日 

随意契約

の理由 

１ 栄処理区東俣

野幸浦線（第

４工区）下水

道整備工事（

その６） 

財政局契約部

契約第一課 

中区港町１丁

目１番地 

平 成 18 年

２月15日 

フジタ・東急・

馬淵・松尾建設

共同企業体 

代表者 

株式会社フジタ

横浜支店 

中区尾上町５丁

目78番地 

円

550,200,000

随意契約－ 政府調達

に関する

協定（平

成７年条

約第23号

）第15条

第１項（

ｇ） 
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水道局調達公告第10号 

一般競争入札（電子入札対象案件）の施行 

 次のとおり、「三保ポンプ設備改良工事（その２）〔電気設備〕」ほか４件の工事について、一般競争入札

を行う。 

平成18年３月７日 

 

横浜市水道事業管理者    

水道局長 金 近 忠 彦  

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市水道局契約規程（昭和39年４月水道局規程第16号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同

条第２項の規定に基づき横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める資

格を有する者であること。 

(2) 横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市水道局一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置

を受けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) 入札に参加しようとする工事の設計図書を２(2)に定める手続により購入した者であること。 

(6) ICカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(7) その他、詳細については横浜市水道局契約規程、横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱、

横浜市水道局電子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市水道局工事請負等競争入札参加者心得等に

定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続きは要しない。 

(2) 設計図書の購入 

ア 設計図書は、イの期間に横浜市水道局管財部契約課において閲覧に供する。 

イ 設計図書購入の申込期間 

この公告の日から平成18年３月10日 午後５時まで 

ウ 設計図書の購入先 

工事ごとに定める。 

エ 設計図書購入の申込み手続 

横浜市水道局管財部契約課において閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また、

郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市水道局電子入札運用基準（工事請負関係）第７条に定める場

合を除き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札システムを通じて入札書提出の際に

添付すること。工事費内訳書の提出については、横浜市水道局電子入札運用基準（工事請負関係）第13

条を参照すること。なお、当該工事費内訳書は、当局が工事ごとに定めた設計図書（参考資料等の内訳

書を含む）と同程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させること。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加者

は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札

がないときは、当該入札を不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、金額はすべての工事の合計金額を記載すること。 

水 道 局 
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４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市水道局契約規程第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4)の定めに従わない工事費内訳書を提出した

者が行った入札 

(4) 横浜市一般競争入札参加審査申請において指定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札ICカード

代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け出ている場合には代表者）以外の名義人によるICカード

を用いて行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（以下「落

札候補者」という。）及び当該価格を入札参加者に通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者が２人以上あるときは、電子くじによ

り落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって

入札をした者を新たに落札候補者とし、(3)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定する

まで同様の手続を繰り返す。 

(5) (3)の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、開札

日（(4)イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午後５

時までの間に提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内に書類等が提

出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者でないとし、

(4)イの手続により落札者を決定する。 

(6) (4)イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(7) 落札候補者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満である場合は、(3)の入札参加資格の確

認とあわせて、横浜市水道局工事請負契約に係る低入札価格取扱要綱に定める調査を行う。 

(8) (7)の調査の結果、当該入札価格では、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないお

それがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなる

おそれがあって著しく不適当であると認めるときは、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内

の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

(9) (7)の調査にあたっては、当該落札候補者は、横浜市水道局工事請負契約に係る低入札価格取扱要綱

に定める書類を各３部、別に指定した日時までに提出し、また、調査のために必要な指示に従わなけれ

ばならない。上記期限内に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、(8)に該当するも

のとし当該落札候補者を落札者としないものとする。 

(10) (9)に定める書類は、３(4)に定める工事費内訳書の各項目の内容に対応したものを提出すること。

対応した工事費内訳書の提出がない場合には、(8)に該当するものとし当該落札候補者を落札者としな

いものとする。 

(11) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市水道局一般競争参加停止及び指名停止

等措置要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除

く。）には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最

低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市水道局工事請負等競争入札参加者心得第27条及

び第28条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払いの有無及び方法並びに部分払いの回数は、工事ごとに定める。なお、前金払いは部分払いの

回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払いの方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度にお
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いて、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各

会計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支払

いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高

に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否

かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結

する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、当局の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術

者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定める入札参

加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りでない。 

(5) 必要と認めるときは入札を中止することがある。 

(6) 当局の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市水道局電子入札運用基準（工事請負関係）第

14条第４項に定めるとおりとする。 

(7) 開札後、落札候補者となった者は、正当な理由がある場合を除いて、落札者となることを辞退するこ

とはできないものとする。 

(8) ５(3)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱第25条第

１項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された

場合は、当該工事の契約は締結しないものとする。 

(9) 工事ごとに定める調査基準価格未満の金額で入札を行って落札候補者となった者が、正当な理由なく

落札者となることを辞退した場合、又は、５(5)又は５(9)に定める書類を提出しない場合は、横浜市水

道局一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条の規定により、参加停止の措置を行う。 

(10) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市水道局契約規程、横浜市水道局公共工事の

前払金に関する規程、横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市水道局電子入札運用基

準（工事請負関係）及び横浜市水道局工事請負等競争入札参加者心得等に定めるところによるものとす

る。 
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契約番号 ０６５２０１０１３８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 三保ポンプ設備改良工事（その２）〔電気設備〕 

施工場所 緑区三保町３８４番地 

工事概要 

受電盤 一式、ＶＣＴ盤 一式、変圧器盤 一式、低圧配電盤 一式、ポンプ変圧器盤  

一式、ＶＶＶＦ盤 一式、コントロールセンタ 一式、高圧気中開閉器 一式、自動制御 

・計装装置 一式、単相インバータ盤 一式、伝送器類 一式ほか 

工期 契約締結の日から３５０日間 

予定価格 ４７３，４６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 制限なし 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は入札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過していなければならない。また、入札日において他の工事に従事していない者

でなければならない。  
入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

（１）平成８年４月１日から入札日までの間に完成し、かつ１年以上稼動実績のある国内 

の上水道事業、工業用水道事業における浄水場又はポンプ場、若しくは類似施設（下水道 

施設等）の高圧閉鎖配電盤及び低圧閉鎖配電盤の設置工事の元請としての施工実績を有す 

るもの。 

（２）平成８年４月１日から入札日までの間に完成し、かつ１年以上稼動実績のある国内 

の上水道事業、工業用水道事業における浄水場又はポンプ場、若しくは類似施設（下水道 

施設等）の監視制御盤及び計装盤の設置工事の元請としての施工実績を有するもの。 

（３）本工事において製作・設置する高圧閉鎖配電盤、低圧閉鎖配電盤及び監視制御盤・ 

計装盤について、設計できる部門並びに工事、技術管理及び検査体制を有し、社内基準に 

基づき自ら工事、施工及び監理できること。また、機器故障等の緊急時に迅速に対応でき 

る体制を有していること。 

※（１）、（２）及び（３）の条件を有すること。 

提出書類 
※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

設計図書の購入先・申込期限 

関東コピー株式会社、有限会社リバーストン 

平成１８年 ３月１０日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市水道局契約課にて閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。 

（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成１８年 ３月２０日（月）午前 ９時００分から 

平成１８年 ３月２９日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ３月３０日（木）午前 １０時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 水道局設備課   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６０  
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契約番号 ０６５２０１０１３８ 

工事件名 
三保ポンプ設備改良工事（その２）〔電気設備〕 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（２）配置技術者（変更）届出書（３）主任技術者を配 

置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の 

写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習終了証の写し（平成１６年２月 

２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）（４）【入札参加資 

格その他】の（１）又は（２）については、施工実績調書（工事内容欄に設備に関する能 

力、機種形式、台数、用途、納入年月、稼動年月、実運転時間等を記入すること。）、施 

工内容の確認できる書類（竣工時工事カルテ受領書の写し等）（５）【入札参加資格その 

他】の（３）については、正従業員数（設計・製造・検査業務従事者数及び設計部署・設 

計技術者数）、アフターサービス体制が確認できる組織表等 

 

【注意事項】 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設 

計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。ま 

た、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 

ある場合は、平成１８年３月１６日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）配置する技術者は、当工事に含まれる工場製作過程に限り、同一工場内で他の同種 

工事に係る製作と一元的な管理体制が明確な場合は必ずしも専任を要しない。 

（４）本件工事は、平成１８年度歳出予算に係る契約であり、当該予算が横浜市議会にお 

いて可決されることによって、その効力を生じ、かつ、確定するものとする。なお、契約 

の締結日は平成１８年４月１日以降とする。 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 



横浜市報調達公告版 

                                第 11 号 平成 18 年３月７日発行 

                                                    

                        8

契約番号 ０６５２０１０１３９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 上末吉五丁目φ１５０から５００ｍｍ配水管新設工事 

施工場所 鶴見区上末吉五丁目１１番７号先から２８番２２号先まで 

工事概要 
配水管新設工事（ＤＩＰ‐Ｓ・ＫＦφ５００ｍｍ：３３０ｍほか）一式、配水管撤去工事 

一式、路面復旧工事一式 

工期 契約締結の日から２７５日間 

予定価格 １３７，３００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ａ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は入札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

（１）平成８年４月１日から入札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ 

ｍｍ管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出 

資比率が２０％以上のものに限る。）。（２）平成１３年４月１日から入札日までの間に 

完成した、当局発注工事による送配水管布設工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を 

有するもの。 

 

※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 

  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 

※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

設計図書の購入先・申込期限 

ＪＦＥネット株式会社、株式会社ヒライデ・コピー 

平成１８年 ３月１０日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市水道局契約課にて閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。 

（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成１８年 ３月２０日（月）午前 ９時００分から 

平成１８年 ３月２９日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ３月３０日（木）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設 

計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。ま 

た、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 

ある場合は、平成１８年３月１６日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）本件工事は、平成１８年度歳出予算に係る契約であり、当該予算が横浜市議会にお 

いて可決されることによって、その効力を生じ、かつ、確定するものとする。なお、契約 

の締結日は平成１８年４月１日以降とする。 

工事担当課 水道局北部配水管理所   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６０  
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契約番号 ０６５２０１０１３９ 

工事件名 
上末吉五丁目φ１５０から５００ｍｍ配水管新設工事 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（２）配置技術者（変更）届出書（３）主任技術者を配 

置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の 

写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習終了証の写し（平成１６年２月 

２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）。（４）【入札参加 

資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書類（竣工時工事カ 

ルテ受領書の写し等）。なお、平成１３年４月１日以降に完成した、当局発注の上水道工 

事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要。（５）【入札参加 

資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注文書及び注 

文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課に提出 

された下請負人選定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６５２０１０１４０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 大岡三丁目ほか２か所φ１００から３００ｍｍ配水管新設工事 

施工場所 南区大岡三丁目１０番２１号先から２４番１５号先までほか２か所 

工事概要 
配水管布設工事（ＤＩＰ‐ＮＳφ１５０ｍｍ：１，１９４ｍほか）一式、配水管撤去工事 

一式、路面復旧工事一式 

工期 契約締結の日から３３０日間 

予定価格 １３２，９２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ａ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は入札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

（１）平成８年４月１日から入札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ 

ｍｍ管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出 

資比率が２０％以上のものに限る。）。（２）平成１３年４月１日から入札日までの間に 

完成した、当局発注工事による送配水管布設工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を 

有するもの。 

 

※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 

  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 

※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

設計図書の購入先・申込期限 

オリエント株式会社、株式会社昭和工業写真社 

平成１８年 ３月１０日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市水道局契約課にて閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。 

（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成１８年 ３月２０日（月）午前 ９時００分から 

平成１８年 ３月２９日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ３月３０日（木）午前 １０時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設 

計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。ま 

た、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 

ある場合は、平成１８年３月１６日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）本件工事は、平成１８年度歳出予算に係る契約であり、当該予算が横浜市議会にお 

いて可決されることによって、その効力を生じ、かつ、確定するものとする。なお、契約 

の締結日は平成１８年４月１日以降とする。 

工事担当課 水道局中部配水管理所   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６０  
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契約番号 ０６５２０１０１４０ 

工事件名 
大岡三丁目ほか２か所φ１００から３００ｍｍ配水管新設工事 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（２）配置技術者（変更）届出書（３）主任技術者を配 

置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の 

写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習終了証の写し（平成１６年２月 

２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）。（４）【入札参加 

資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書類（竣工時工事カ 

ルテ受領書の写し等）。なお、平成１３年４月１日以降に完成した、当局発注の上水道工 

事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要。（５）【入札参加 

資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注文書及び注 

文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課に提出 

された下請負人選定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６５２０１０１４１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 尻手二丁目ほか３か所φ１００から３００ｍｍ配水管新設工事 

施工場所 鶴見区尻手二丁目１番１９号先から５番２５号先までほか３か所 

工事概要 
配水管新設工事（ＤＩＰ‐ＮＳφ３００ｍｍ：５６４ｍほか）一式、配水管撤去工事一式 

、路面復旧工事一式 

工期 契約締結の日から２６０日間 

予定価格 １２３，８２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ａ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は入札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

（１）平成８年４月１日から入札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ 

ｍｍ管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出 

資比率が２０％以上のものに限る。）。（２）平成１３年４月１日から入札日までの間に 

完成した、当局発注工事による送配水管布設工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を 

有するもの。 

 

※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 

  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 

※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

設計図書の購入先・申込期限 

株式会社アイ・テック、株式会社創 

平成１８年 ３月１０日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市水道局契約課にて閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。 

（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成１８年 ３月２０日（月）午前 ９時００分から 

平成１８年 ３月２９日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ３月３０日（木）午前 １０時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設 

計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。ま 

た、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 

ある場合は、平成１８年３月１６日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）本件工事は、平成１８年度歳出予算に係る契約であり、当該予算が横浜市議会にお 

いて可決されることによって、その効力を生じ、かつ、確定するものとする。なお、契約 

の締結日は平成１８年４月１日以降とする。 

工事担当課 水道局北部配水管理所   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６０  
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契約番号 ０６５２０１０１４１ 

工事件名 
尻手二丁目ほか３か所φ１００から３００ｍｍ配水管新設工事 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（２）配置技術者（変更）届出書（３）主任技術者を配 

置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の 

写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習終了証の写し（平成１６年２月 

２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）。（４）【入札参加 

資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書類（竣工時工事カ 

ルテ受領書の写し等）。なお、平成１３年４月１日以降に完成した、当局発注の上水道工 

事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要。（５）【入札参加 

資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注文書及び注 

文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課に提出 

された下請負人選定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６５２０１０１４２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 綱島西四丁目φ１００から３００ｍｍ配水管新設工事 

施工場所 港北区綱島西四丁目１１番６号先から綱島台１４番１８号先まで 

工事概要 
配水管新設工事（ＤＩＰ‐ＮＳφ１５０ｍｍ：４０２ｍほか）一式、配水管撤去工事一式 

、路面復旧工事一式 

工期 契約締結の日から３３５日間 

予定価格 １１５，６２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ａ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は入札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

（１）平成８年４月１日から入札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ 

ｍｍ管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出 

資比率が２０％以上のものに限る。）。（２）平成１３年４月１日から入札日までの間に 

完成した、当局発注工事による送配水管布設工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を 

有するもの。 

 

※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 

  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 

※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

設計図書の購入先・申込期限 

株式会社アイ・テック、亜細亜工業写真株式会社 

平成１８年 ３月１０日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市水道局契約課にて閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。 

（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成１８年 ３月２０日（月）午前 ９時００分から 

平成１８年 ３月２９日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１８年 ３月３０日（木）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設 

計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。ま 

た、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 

ある場合は、平成１８年３月１６日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（３）本件工事は、平成１８年度歳出予算に係る契約であり、当該予算が横浜市議会にお 

いて可決されることによって、その効力を生じ、かつ、確定するものとする。なお、契約 

の締結日は平成１８年４月１日以降とする。 

工事担当課 水道局北部配水管理所   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６０  
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契約番号 ０６５２０１０１４２ 

工事件名 
綱島西四丁目φ１００から３００ｍｍ配水管新設工事 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（２）配置技術者（変更）届出書（３）主任技術者を配 

置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の 

写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習終了証の写し（平成１６年２月 

２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）。（４）【入札参加 

資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書類（竣工時工事カ 

ルテ受領書の写し等）。なお、平成１３年４月１日以降に完成した、当局発注の上水道工 

事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要。（５）【入札参加 

資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注文書及び注 

文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課に提出 

された下請負人選定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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水道局調達公告第11号 

2,500万円以上の一般競争入札の施行 

次のとおり、「日吉本町三丁目ほか２か所φ１００から１５０ｍｍ配水管新設工事」ほか１件の工事につ

いて、一般競争入札を行う。 

平成18年３月７日 

 

横浜市水道事業管理者    

水道局長 金 近 忠 彦  

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、入札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市水道局契約規程（昭和39年４月水道局規程第16号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同

条第２項の規定に基づき横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める資

格を有する者であること。 

(2) 横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市水道局一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置

を受けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) 入札に参加しようとする工事の設計図書を２(2)に定める手続により購入した者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市水道局契約規程、横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱及

び横浜市水道局工事請負等競争入札参加者心得等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続きは要しない。 

(2) 設計図書の購入 

ア 設計図書は、イの期間に横浜市水道局管財部契約課において閲覧に供する。 

イ 設計図書購入の申込期間 

この公告の日から平成18年３月10日 午後５時まで 

ウ 設計図書の購入先 

工事ごとに定める。 

エ 設計図書購入の申込み手続 

横浜市水道局管財部契約課において閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札及び開札の日時及び場所については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた日時及び場所において入札書を提出すること。また、郵便による入札は認

めない。 

(3) 入札書は、横浜市水道局工事請負等競争入札参加者心得に定める様式を用いること。 

(4) 入札にあたっては、工事費内訳書を持参すること。当該工事費内訳書は、当局が工事ごとに定めた設

計図書（参考資料等の内訳書を含む）と同程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させるこ

と。また、入札時に提出を求められた場合は、当該工事費内訳書を入札担当者へ提出すること。なお、

当該工事費内訳書は入札時以降も提出を求める場合があるので、入札後も落札決定までの期間は各自保

管するものとする。 

(5) 落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金

額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするの

で、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見

積もった契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札書に記載すること。 

(6) 入札者又はその代理人は、開札に立ち会わなければならない。入札者又はその代理人が開札に立ち会

わないときは、当該入札事務に関係のない当局職員を立ち会わせるものとする。 

(7) 入札の回数は１回とする。なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札

がないときは、当該入札を不調とする。 

(8) 合併入札の場合には、入札書にすべての工事件名を記載し、金額はすべての工事の合計金額を記載す

ること。 

(9) 特定建設共同企業体が入札を行う場合は、入札書に共同企業体名、共同企業体の代表構成員の所在地
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、商号又は名称及び代表者名を記載して入札を行い、共同企業体協定書兼委任状をあわせて提出するこ

と。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市水道局契約規程第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4)の定めに従わない工事費内訳書を提出した

者が行った入札 

(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状を提出しない者が行った入札 

(5) 建設共同企業体の構成員となっている者が、同一の入札において単体又は他の建設共同企業体の構成

員として入札を行った場合、その者及びその者を構成員とする建設共同企業体が行った入札 

(6) 金額の表示を改ざんし、又は訂正した入札書による入札 

(7) 指定された入札箱以外の入札箱に対して行った入札 

(8) ３(8)及び(9)に定める方法によらない入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（以下「落

札候補者」という。）及び当該価格を発表し、落札の決定は保留する。 

(2) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(3) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

その旨通知する。落札者以外の入札参加者については、入札の結果を一般の閲覧に供することをもっ

て通知に代えるものとする。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって

入札をした者を新たに落札候補者とし、(2)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定する

まで同様の手続を繰り返す。 

(4) (2)の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、入札

日（(3)イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午後５

時までの間に提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内に書類等が提

出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者でないとし、

(3)イの手続により落札者を決定する。 

(5) (3)イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(6) 落札候補者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満である場合は、(2)の入札参加資格の確

認とあわせて、横浜市水道局工事請負契約に係る低入札価格取扱要綱に定める調査を行う。 

(7) (6)の調査の結果、当該入札価格では、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないお

それがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなる

おそれがあって著しく不適当であると認めるときは、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内

の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

(8) (6)の調査にあたっては、当該落札候補者は、横浜市水道局工事請負契約に係る低入札価格取扱要綱

に定める書類を各３部、別に指定した日時までに提出し、また、調査のために必要な指示に従わなけれ

ばならない。上記期限内に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、(7)に該当するも

のとし当該落札候補者を落札者としないものとする。 

(9) (8)に定める書類は、３(4)に定める工事費内訳書に記載した各項目の内容に対応したものを提出する

こと。対応した工事費内訳書の提出がない場合には、(7)に該当するものとし当該落札候補者を落札者

としないものとする。 

(10) (2)の入札参加資格の確認の結果、落札となるべき同価の入札をした者（(6)の調査を行った後、落

札者としない者があった場合はその者を除く。）が２人以上あるときは、当該入札者にくじを引かせて

落札者を決定するものとする。この場合、当該入札者のうちくじを引かない者があるときは、その者に

代わり当該入札事務に関係のない当局職員をしてくじを引かせ落札者を決定するものとする。 

(11) 入札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市水道局一般競争参加停止及び指名停止

等措置要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除

く。）には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最

低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 
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(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市水道局工事請負等競争入札参加者心得第27条及

び第28条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払いの有無及び方法並びに部分払いの回数は、工事ごとに定める。なお、前金払いは部分払いの

回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払いの方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度にお

いて、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各

会計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支払

いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高

に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否

かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結

する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、当局の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術

者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定める入札参

加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りでない。 

(5) 必要と認めるときは入札を中止することがある。 

(6) 開札後、落札候補者となった者は、正当な理由がある場合を除いて、落札者となることを辞退するこ

とはできないものとする。 

(7) ５(2)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱第25条第

１項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された

場合は、当該工事の契約は締結しないものとする。 

(8) 工事ごとに定める調査基準価格未満の金額で入札を行って落札候補者となった者が、正当な理由なく

落札者となることを辞退した場合、又は、５(4)又は５(8)に定める書類を提出しない場合は、横浜市水

道局一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条の規定により、参加停止の措置を行う。 

(9) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市水道局契約規程、横浜市水道局公共工事の前

払金に関する規程、横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱及び横浜市水道局工事請負等競争

入札参加者心得等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 ０６５２０１０１４３ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 日吉本町三丁目ほか２か所φ１００から１５０ｍｍ配水管新設工事 

施工場所 港北区日吉本町三丁目４０番３４号先から四丁目２３番６０号先まで ほか２か所 

工事概要 
配水管新設工事（ＤＩＰ‐ＮＳφ１００ｍｍ：６６０ｍほか）一式、配水管撤去工事一式 

、路面復旧工事一式 

工期 契約締結の日から２１０日間 

予定価格 ５６，３７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は入札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  
入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

設計図書の購入先・申込期限 

株式会社福寿企画、有限会社リバーストン 

平成１８年 ３月１０日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市水道局契約課にて閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。  

入札及び開札日時 平成１８年 ３月２９日（水）午前 ９時３０分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル４階 Ｋ４０２会議室  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 

ある場合は、平成１８年３月１６日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（２）入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図書と同程度の工事費内訳 

書を持参し、提出を求められた場合は提出すること。また、内訳書の合計金額は、入札金 

額と一致させること。 

（３）本件工事は、平成１８年度歳出予算に係る契約であり、当該予算が横浜市議会にお 

いて可決されることによって、その効力を生じ、かつ、確定するものとする。なお、契約 

の締結日は平成１８年４月１日以降とする。 

工事担当課 水道局北部配水管理所   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６０  
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契約番号 ０６５２０１０１４３ 

工事件名 
日吉本町三丁目ほか２か所φ１００から１５０ｍｍ配水管新設工事 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【入札参加資格 その他】 

平成１７年度優良工事請負業者表彰名簿の土木部門に登載されている者、又は平成１６年 

２月１日から平成１８年１月３１日までの間に通知された上水道に係る工事の横浜市水道 

局請負工事検査事務取扱規程第１０条に基づく工事完成検査結果通知書（当該期間内に２ 

件以上の通知を受けた場合は、通知された月が最新月のものを対象とする。また、同一月 

に２件以上の通知を受けた場合は、最高点のものを対象とする。）の評定点が８０点以上 

の者で、次の（１）又は（２）のいずれかに該当すること。 

（１）平成８年４月１日から入札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ 

ｍｍ管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出 

資比率が２０％以上のものに限る。）。（２）平成１３年４月１日から入札日までの間に 

完成した、当局発注工事による送配水管布設工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を 

有するもの。 

 

※（１）、（２）について、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 

※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

 

 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（２）配置技術者（変更）届出書（３）主任技術者を配 

置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の 

写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習終了証の写し（平成１６年２月 

２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）。（４）【入札参加 

資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書類（竣工時工事カ 

ルテ受領書の写し等）。なお、平成１３年４月１日以降に完成した、当局発注の上水道工 

事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要。（５）【入札参加 

資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注文書及び注 

文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課に提出 

された下請負人選定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０６５２０１０１４４ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 反町ほか１か所φ１００から３００ｍｍ配水管新設工事 

施工場所 神奈川区反町３丁目２３番地の４先から広台太田町５５番地の５先までほか１か所 

工事概要 
配水管新設工事（ＤＩＰ‐ＮＳφ１００ｍｍ：３２９ｍほか）一式、配水管撤去工事一式 

、路面復旧工事一式 

工期 契約締結の日から１４０日間 

予定価格 ４６，１３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 

当該技術者は入札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

（１）平成８年４月１日から入札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ 

ｍｍ管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出 

資比率が２０％以上のものに限る。）。（２）平成１３年４月１日から入札日までの間に 

完成した、当局発注工事による送配水管布設工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を 

有するもの。 

 

※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 

  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 

※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

提出書類 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

設計図書の購入先・申込期限 

有限会社新日本プリント、株式会社福寿企画 

平成１８年 ３月１０日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市水道局契約課にて閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。  

入札及び開札日時 平成１８年 ３月２９日（水）午前 ９時４０分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル４階 Ｋ４０２会議室  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 

ある場合は、平成１８年３月１６日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（２）入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設計図書と同程度の工事費内訳 

書を持参し、提出を求められた場合は提出すること。また、内訳書の合計金額は、入札金 

額と一致させること。 

（３）本件工事は、平成１８年度歳出予算に係る契約であり、当該予算が横浜市議会にお 

いて可決されることによって、その効力を生じ、かつ、確定するものとする。なお、契約 

の締結日は平成１８年４月１日以降とする。 

工事担当課 水道局北部配水管理所   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６０  
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契約番号 ０６５２０１０１４４ 

工事件名 
反町ほか１か所φ１００から３００ｍｍ配水管新設工事 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【提出書類】 

（１）設計図書代金領収書（写）（２）配置技術者（変更）届出書（３）主任技術者を配 

置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の 

写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習終了証の写し（平成１６年２月 

２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）。（４）【入札参加 

資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書類（竣工時工事カ 

ルテ受領書の写し等）。なお、平成１３年４月１日以降に完成した、当局発注の上水道工 

事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要。（５）【入札参加 

資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注文書及び注 

文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注課に提出 

された下請負人選定通知書の写しでも可）。 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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水道局調達公告第12号 

1,000万円以上2,500万円未満の一般競争入札の施行 

次のとおり、「島越橋φ１５０ｍｍ新設・管製作及び現場溶接工事」の１件の工事について、一般競争入

札を行う。 

平成18年３月７日 

 

横浜市水道事業管理者    

水道局長 金 近 忠 彦  

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、入札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市水道局契約規程（昭和39年４月水道局規程第16号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同

条第２項の規定に基づき横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める資

格を有する者であること。 

(2) 横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市水道局一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置

を受けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) 入札に参加しようとする工事の設計図書を２(2)に定める手続により購入した者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市水道局契約規程、横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱及

び横浜市水道局工事請負等競争入札参加者心得等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続きは要しない。 

(2) 設計図書の購入 

ア 設計図書は、イの期間に横浜市水道局管財部契約課において閲覧に供する。 

イ 設計図書購入の申込期間 

この公告の日から平成18年３月10日 午後５時まで 

ウ 設計図書の購入先 

工事ごとに定める。 

エ 設計図書購入の申込み手続 

横浜市水道局管財部契約課において閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札及び開札の日時及び場所については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた日時及び場所において入札書を提出すること。また、郵便による入札は認

めない。 

(3) 入札書は、横浜市水道局工事請負等競争入札参加者心得に定める様式を用いること。 

(4) 入札にあたっては、工事費内訳書を持参すること。当該工事費内訳書は、当局が工事ごとに定めた設

計図書（参考資料等の内訳書を含む）と同程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させるこ

と。また、入札時に提出を求められた場合は、当該工事費内訳書を入札担当者へ提出すること。なお、

当該工事費内訳書は入札時以降も提出を求められる場合があるので、入札後も落札決定までの期間は各

自保管するものとする。 

(5) 落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金

額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするの

で、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見

積もった契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札書に記載すること。 

(6) 入札者又はその代理人は、開札に立ち会わなければならない。入札者又はその代理人が開札に立ち会

わないときは、当該入札事務に関係のない当局職員を立ち会わせるものとする。 

(7) 入札の回数は１回とする。なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の価格

で最低制限価格以上の価格の入札がないときは、当該入札を不調とする。 

(8) 合併入札の場合には、入札書にすべての工事件名を記載し、金額はすべての工事の合計金額を記載す

ること。 

(9) 特定建設共同企業体が入札を行う場合は、入札書に共同企業体名、共同企業体の代表構成員の所在地
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、商号又は名称及び代表者名を記載して入札を行い、共同企業体協定書兼委任状をあわせて提出するこ

と。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市水道局契約規程第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4)の定めに従わない工事費内訳書を提出した

者が行った入札 

(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状を提出しない者が行った入札 

(5) 建設共同企業体の構成員となっている者が、同一の入札において単体又は他の建設共同企業体の構成

員として入札を行った場合、その者及びその者を構成員とする建設共同企業体が行った入札 

(6) 金額の表示を改ざんし、又は訂正した入札書による入札 

(7) 指定された入札箱以外の入札箱に対して行った入札 

(8) ３(8)及び(9)に定める方法によらない入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を

行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者（以下「落札候補者」という。）及び当該価格を発

表し、落札の決定は保留する。 

(2) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(3) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

その旨通知する。落札者以外の入札参加者については、入札の結果を一般の閲覧に供することをもっ

て通知に代えるものとする。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者

のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(2)の入札参加資格の確認を行う

。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(4) (2)の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、入札

日（(3)イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午後５

時までの間に提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内に書類等が提

出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者でないとし、

(3)イの手続により落札者を決定する。 

(5) (3)イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(6) (2)の入札参加資格の確認の結果、落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、当該

入札者にくじを引かせて落札者を決定するものとする。この場合、当該入札者のうちくじを引かない者

があるときは、その者に代わり当該入札事務に関係のない当局職員をしてくじを引かせ落札者を決定す

るものとする。 

(7) 入札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市水道局一般競争参加停止及び指名停止等

措置要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く

。）には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって

入札を行った他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市水道局工事請負等競争入札参加者心得第27条及

び第28条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払いの有無及び方法並びに部分払いの回数は、工事ごとに定める。なお、前金払いは部分払いの

回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払いの方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度にお

いて、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各

会計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支払

いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高
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に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否

かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結

する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、当局の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術

者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定める入札参

加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りでない。 

(5) 必要と認めるときは入札を中止することがある。 

(6) 開札後、落札候補者となった者は、正当な理由がある場合を除いて、落札者となることを辞退するこ

とはできないものとする。 

(7) ５(2)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱第25条第

１項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された

場合は、当該工事の契約は締結しないものとする。 

(8) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市水道局契約規程、横浜市水道局公共工事の前

払金に関する規程、横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱及び横浜市水道局工事請負等競争

入札参加者心得等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 ０６５２０１０１３７ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 
島越橋φ１５０ｍｍ新設・管製作及び現場溶接工事 

施工場所 
旭区白根一丁目１３番１８号先から鶴ヶ峰二丁目３６番地の３２先まで 

工事概要 
鋼管架設工事（ＳＵＳ１５０Ａ：２３ｍほか）一式ほか 

工期 契約締結の日から１３５日間 

予定価格 １２，２１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 開札後に公表 

登録工種 鋼構造 

格付等級 － 

登録細目 － 

所在地区分 制限なし 

技術者 

鋼構造物工事業に係る主任技術者を配置すること。 

当該技術者は入札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過していなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

平成８年４月１日から入札日までの間に完成した工事で、口径１００㎜以上の鋼管の 

自社製作及び現場溶接工事の元請実績を有すること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写）（２）配置技術者（変更）届出書（３）主任技術者を配 

置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の 

写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習終了証の写し（平成１６年２月 

２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要）。（４）施工実績調 

書及び施工内容の確認できる書類（竣工時工事カルテ受領書の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 

有限会社新日本プリント、株式会社ワイシー・ドキュメント 

平成１８年 ３月１０日 午後 ５時００分 

詳細については、横浜市水道局契約課にて閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。  

入札及び開札日時 平成１８年 ３月２９日（水）午前 １０時１０分  

入札及び開札場所 中区真砂町２丁目２２番地 関内中央ビル４階 Ｋ４０２会議室  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 

ある場合は、平成１８年３月１６日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

（２）入札時に当局設計書と同等の詳細の内訳書の持参を義務付け、落札候補者には、当 

該詳細内訳書の提出を求める。また、提出できない場合は、当該入札者の入札を無効とす 

る。 

（３）本件工事は、平成１８年度歳出予算に係る契約であり、当該予算が横浜市議会にお 

いて可決されることによって、その効力を生じ、かつ、確定するものとする。なお、契約 

の締結日は平成１８年４月１日以降とする。 

工事担当課 水道局西部配水管理所   

契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６０  
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交通局調達公告第13号 

1,000万円以上2,500万円未満の一般競争入札の施行 

次のとおり、「上永谷駅ほか４駅駅務員仮眠室内装工事」の１件の工事について、一般競争入札を行う。 

平成18年３月７日 

 

横浜市交通事業管理者 

交通局長 魚 谷 憲 治 

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、入札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市交通局契約規程（昭和52年８月交通局規程第12号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同

条第２項の規定に基づき横浜市交通局工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める

資格を有する者であること。 

(2) 横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市交通局一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措

置を受けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) 入札に参加しようとする工事の設計図書を次項第２号に定める手続により購入した者であること。 

(6) その他詳細については、横浜市交通局契約規程、横浜市交通局工事請負に関する競争入札取扱要綱

及び横浜市交通局工事請負等競争入札参加者心得等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。 

(2) 設計図書の購入 

ア 設計図書は、イの期間に交通局総務部財務課において閲覧に供する。 

イ 設計図書購入の申込期間 

この公告の日から平成18年３月10日午後５時まで 

ウ 設計図書の購入先 

工事ごとに定める。 

エ 設計図書購入の申込手続 

横浜市交通局総務部財務課において閲覧又は横浜市のホームページを参照すること。 

(3) 前項に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札及び開札の日時及び場所については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた日時及び場所において入札書を提出すること。また、郵便による入札は

認めない。 

(3) 入札書は、設計図書の販売とあわせて交付する所定の用紙を用いること。 

(4) 入札に当たっては、工事費内訳書を持参すること。当該工事費内訳書は、本市が工事ごとに定めた

参考資料等の内訳書と同程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させること。また、入札

時に提出を求められた場合は、当該工事費内訳書を入札担当者へ提出すること。 

なお、当該工事費内訳書は入札時以降も提出を求める場合があるので、入札後も落札決定までの期

間は各自保管するものとする。 

(5) 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した

金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とす

るので、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ

ず、見積もった契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札書に記載すること。 

(6) 入札者又はその代理人は、開札に立ち会わなければならない。入札者又はその代理人が開札に立ち

会わないときは、当該入札事務に関係のない本市職員を立ち会わせるものとする。 

交 通 局  
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(7) 入札の回数は１回とする。 

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価

格の入札がないときは、当該入札を不調とする。 

(8) 合併入札の場合には、入札書にすべての工事件名を記載し、金額はすべての工事の合計金額を記載

すること。 

(9) 特定建設共同企業体が入札を行う場合は、入札書に共同企業体名、共同企業体の代表構成員の所在

地、商号又は名称及び代表者名を記載して入札を行い、共同企業体協定書兼委任状をあわせて提出す

ること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市交通局契約規程第22条の規定に該当する入札 

(2) 第１項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札又は前項第４号の定めに従わない工事費内訳書を提出

した者が行った入札 

(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状を提出しない者が行った入札 

(5) 建設共同企業体の構成員となっている者が、同一の入札において単体又は他の建設共同企業体の構

成員として入札を行った場合、その者及びその者を構成員とする建設共同企業体が行った入札 

(6) 金額の表示を改ざんし、又は訂正した入札書による入札 

(7) 指定された入札箱以外の入札箱に対して行った入札 

(8) 前項第８号及び第９号に定める方法によらない入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札

を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者（以下「落札候補者」という。）及び当該価格を

発表し、落札の決定は保留する。 

(2) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(3) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

その旨通知する。落札者以外の入札参加者については、入札の結果を一般の閲覧に供することをもっ

て通知に代えるものとする。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効

とする。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った

他の者のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、前号の入札参加資格の確認

を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(4) 第２号の入札参加資格の確認に当たっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、

入札日（前号イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の

午後５時までの間に提出し、また、確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内に

書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者

でないとし、前号イの手続により落札者を決定する。 

(5) 第３号イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、

当該落札候補者に通知する。 

(6) 第２号の入札参加資格の確認の結果、落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、

当該入札者にくじを引かせて落札者を決定するものとする。この場合、当該入札者のうちくじを引か

ない者があるときは、その者に代わり当該入札事務に関係のない本市職員をしてくじを引かせ落札者

を決定するものとする。 

(7) 入札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市交通局一般競争参加停止及び指名停止

等措置要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を

除く。）には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をも

って入札を行った他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 
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(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市交通局工事請負等競争入札参加者心得第27条及

び第28条の規定よる。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会

計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支

払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出

来高に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか

否かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締

結する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。こ

の場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技

術者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が第１項に定める

入札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合は、この限り

でない。 

 (5) 必要と認めるときは入札を中止することがある。 

 (6) 開札後、落札候補者となった者は、正当な理由がある場合を除いて、落札者となることを辞退するこ

とはできないものとする。 

 (7) 第５項第２号の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市交通局工事請負に関する競争入札取扱要綱第

25条第１項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定

された場合は、当該工事の契約は締結しないものとする。 

   なお、入札日において、平成17・18年度の横浜市入札参加資格審査申請における当該工事と同工種の

元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載された金額に1 0 0分の1 0 5を

乗じた額）の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績額が当該工事の工事費（当

該工事の予定価格欄に記載された金額に1 0 0分の1 0 5を乗じた額）の８割に満たない者は、横浜市交

通局工事請負に関する競争入札取扱要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留

意すること。 

(8) その他この公告に規定のない事項については、横浜市交通局契約規程、横浜市交通局公共工事の前

払金に関する規程、横浜交通局市工事請負に関する競争入札取扱要綱及び横浜市交通局工事請負等競

争入札参加者心得等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 ０５５３０１１０７９ 

入札方法 入札書の持参による 

工事件名 
上永谷駅ほか４駅駅務員仮眠室内装工事 

施工場所 
港南区丸山台一丁目１番１号ほか４か所 

工事概要 

仮眠室防音化に伴う内装工一式、各機械設備（空調機器類、スプリンクラー、各リモコン）撤

去及び復旧工一式、各電気設備（照明器具、スイッチ、コンセント等）撤去及び復旧工一式、

インターホン及び業務電話移設工一式、スピーカ新設工一式 

工期 契約締結の日から平成１８年 ９月 ９日まで 

予定価格 ２１，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 設定なし 

最低制限価格 １４，７００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ｂ又はＣ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は入札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間

が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな

い者でなければならない。  

入 

札 

参 

加 

資 

格 

その他 

平成１７・１８年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、中区

内、港南区内、港北区内、緑区内、青葉区内、都筑区内、戸塚区内又は栄区内のいずれかにあ

ること。 

提出書類 

（１）設計図書代金領収書（写） （２）主任技術者届出書（第７号様式） （３）配置する

技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証

の写し等）及び（２）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明

書の写し等）。  

設計図書の購入先・申込期限 

有限会社ナガイ、株式会社ヒライデ・コピー 

平成１８年 ３月１０日 午後５時００分 

詳細については、横浜市交通局財務課掲示板又は横浜市のホームページを参照すること。  

入札及び開札日時 平成１８年 ３月２７日（月）午前 １０時３０分  

入札及び開札場所 中区万代町１丁目１番地教育文化センタービル９階交通局大会議室  

支払条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札にあたっては、当該工事について本市が定めた参考資料等の内訳書と同程度の詳細

な工事費内訳書を持参し、提出を求められた場合は提出すること。また、内訳書の合計金額

は、入札金額と一致させること。提出できない場合、当該入札者の入札を無効とする。 

（２）本件工事は、債務負担行為に係る契約である。 

工事担当課 交通局施設管理所 電話 ０４５－５４２－００８５ 
 

契約担当課 交通局財務課 電話 ０４５－６７１－３１７１ 
 



横浜市報調達公告版 

                                第 11 号 平成 18 年３月７日発行 

                                                    

                        31

 

交通局調達公告第 14 号                                         

   特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

   平成 18 年３月７日 

                                    横浜市交通事業管理者 

                                    交通局長 魚 谷 憲 治 

１ 競争入札に付する事項                                     

 (1) 件名及び数量                                           

     平成 18 年度 一般乗合自動車購入 ４０両 

 (2) 物品の特質等 

   入札説明書による。 

 (3) 納入期限 

   平成 18 年 11 月 30 日まで 

 (4) 納入場所 

   入札説明書による。 

 (5) 入札方法 

   第１号に掲げる数量の総価により行う。 

２ 入札参加資格 

  入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの確

認を受けなければならない。 

 (1) 横浜市交通局契約規程（昭和 52 年８月交通局規程第 12 号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び

同条第２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

 (2) 横浜市の一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「自動車」に登録が認められてい

る者で、かつ、Ａ等級に格付けされているものであること。 

 (3) 平成 18 年３月 13 日から入札日までの間のいずれかの日において、横浜市交通局一般競争参加停止

及び指名停止等措置要綱に基づく指名停止の措置を受けていない者であること。 

 (4) 当該仕様物品を納入することが可能であること。 

 (5) 購入物品を納入後、修理、点検、保守、その他サービス及び部品供給について長期（１２年程度）

にわたり適切かつ迅速に対応できる体制が整備されていることを証明できること。  

３ 入札参加の手続 

  入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登載手

続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

 (1) 提出書類及び提出部課 

   入札説明書による。 

 (2) 提出期限 

   平成 18 年３月 13 日（ただし、車両主要諸元表等は平成 18 年３月 14 日）午後５時まで 

 (3) 契約条項等に関する問い合わせ先 

   〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

   横浜市交通局総務部財務課（関内中央ビル７階） 

   宮ノ原 電話 045(671)3174（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

  入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該当

するときは、当該入札に参加することができない。 

 (1) 第２項の資格条件を満たさなくなったとき。 

 (2) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

  当該契約に係る入札説明書等は、第３項第３号に掲げる部課において、この公告の日から入札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付 

 (1) 交付期間                                               
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   平成 18 年３月７日から平成 18 年３月 15 日まで（日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日午前９時から

正午まで及び午後１時から午後２時まで） 

 (2) 交付場所 

   第３項第３号に掲げる部課             

 (3) 交付方法 

   有償（ 2,000 円）で交付する。この場合、入札説明書等交付希望者は、前号に掲げる部課で配付す

る納付書で、横浜市交通局指定の金融機関等に納付後、同号の部課において領収書の確認を受けた上

で交付を受ける。 

７ 入札及び開札の日時及び場所等 

 (1) 日時 

   平成 18 年３月 22 日午前 10 時 

 (2) 場所 

   横浜市交通局総務部財務課入札室 

   ただし、郵送による入札については、平成 18 年３月 20 日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課

に必着のこと。 

８ 入札の無効 

  次の入札は、無効とする。 

 (1) 第２項の入札参加資格条件を満たさない者が行った入札 

 (2) 入札説明書に定める提出書類について虚偽の記載をした者が行った入札 

 (3) 横浜市交通局契約規程第 22 条の規定に該当する入札 

９ 落札者の決定                                             

  横浜市交通局契約規程第 15 条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をも

って有効な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

  いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法 

 (1) 前金払 

   行わない。 

 (2) 契約金 

   納品検査終了後、請求に基づき支払う。 

12 その他                                 

 (1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨に限る。 

 (2) 契約書作成の要否 

   要する。 

 (3) 契約の条件 

   この契約は、平成 18 年度横浜市各会計予算が平成 18 年３月 31 日までに横浜市議会において可決さ

れた上、同年４月１日以降に契約書を交換することによって確定するものとする。  

 (4) 詳細は、入札説明書による。                   

13 Summary 

 (1) Subject matter of the contract: 

   Purchase of bus Quantity 40 

 (2) Date of tender:  

    10:00 ａ.m., 22 March,2006 

 (3) Contact point for the notice: Finance Division, 

   Transportation Bureau, City of Yokohama, 

   1-1  Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017 

   TEL 045(671)3174 

 

 


